



















































特別会計 賃　金 漁船･養殖施設等 経営支援
第一次
（5 月 2 日議決）
１．漁港、漁場、漁村等の復旧 308 308













（11 月 21 日議決）
１．漁船･定置網復旧、漁船漁業経営再開支援 364 121 243
２．養殖施設再建、養殖業経営再開支援 885 308 575 2
３．種苗生産施設整備、種苗放流 162 162
４．水産加工流通業等の復興 639 639
５．漁港 ･ 漁村の復旧 2,560 2,560
６．がれき撤去による漁場回復活動支援 168 168
７．燃油 ･ 配合飼料価格対策、担い手確保 54 54
８．無利子 ･ 無担保 ･ 無保証人融資推進 47 47
９．その他 110 110
合　　　　　　　　計 4,989




















































































































水　  　揚　 　量
７月の一日平均 昨年の同時期平均
宮 古 ４月11日  20トン前後  15トン
塩 竃 ４月14日  30トン前後  10トン
大 船 渡 ６月１日  20トン前後 115トン
気 仙 沼 ６月28日 100トン前後 470トン
女 川 ７月１日    1トン前後 100トン










































































































































































































































































































26）浜本幸生監修 ･ 著 1996．『海の守り人論』，まな出版企画，p.75．
27）「共同漁業権」は一定の水面を共同で利用して営む漁業の権利を指し、「われわれの海」
の概念の基になっている漁業権であり、「区画漁業権」は一定の水面を区切って排他
的に営む養殖業を指し、「定置漁業権」は魚道に当たる海域に網を敷設する権利を指
す。
28）佐野雅昭 2004．「漁村活性化に向けた沿岸漁業の再編成」『地域漁業研究』vol44-2，p.20．
29）現行の漁業法（第８条）では、沿岸漁業に関しては、地元に居住し、自ら漁労作業に
従事し、漁業によって生計を立てている者が資源を優先的に利用できる権利を持って
いる。また、地区漁協組合員になるには、個人にあっては、地区内に住所を有し、漁
業に従事する日数が年間90 ～ 120日までの間で、定款で定める日数を超えて操業する
漁民に資格が与えられている。法人企業の場合は、常時漁業従事者（養殖業を含む）
が300人以下、使用漁船合計トン数が1,500 ～ 3,000トン以下でなければならないとい
う２つの条件がある（水産業協同組合法第18条）。
30）正組合員と准組合員の資格要件は、漁協ごとに異なっているが、通常、正組合員の組
合加入条件が地元出身で、正業として漁業を個人事業として営み、かつ、漁業認可を
担当官庁より承認されている個人事業主または法人漁業経営者で代表権を持ち、組合
規定の出資金を計上している者であるのに対して、准組合員の場合は、①漁協と事業
契約を締結した水産仲買人または水産物加工業者、漁業設備施設有償提供者で、漁業
経営に間接的に関与する事業を営む法人経営の代表権を持つ者。②正業で漁業従事者
の認可資格を得て出資金（口数任意ただし経営が安定したら規定出資義務あり）を計
上した、１年に満たない個人事業者。③他の地域での漁協の加入正組合員であって、
漁場への出漁条件が当該組合の施設（港、市場、給油など）を利用した方が経済的利
便性の高い場合に、施設使用料の負担契約をもって加入が認められた漁業従事者と
なっている。
31）山本辰義 2011．「組合員のアンケートによる復興対策の樹立」『漁業と漁協』No.580，
p.17．
32）被災地の漁業の再建に当たって、岩手県は宮城県とは異なり、県からのトップダウン
方式による漁業復興計画ではなく、地域の漁業関係者の総意の下、漁港ごとに、漁協
を核にした漁業の再建を進めている。具体的には、漁船・養殖施設を漁協の所有にし、
協同の力を結集して共同運用しているのに対して、宮城県は、水産業集積地域や漁業
拠点の集約化を進め、さらに水産特区による新しい経営形態の導入を提案するなど、
まさに対極をなす内容となっている。詳しくは出村雅晴 2011．「東日本大震災による
水産業被害と復興に向けた課題」『農林金融』2011・８，農林中金総合研究所を参照
されたい。
33）共同経営の存続要因については、田中史朗 2003．『200カイリ時代の漁業共同経営』，
成山堂書店を参照されたい。
－56－ 鹿児島県立短期大学地域研究所「研究年報」第43号（2011）
